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－ 9－

都市的財政需要（全国平均との比較） 

23.99
15.27

1.32
1.39

2.88
2.06

14.91
9.88

1.58
1.24

1.77

0.75

0.370

0.355

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

人口1人当たり

ごみ総排出量（t/人）

人口1万人当たり

ホームレス人数（人）

人口100人当たり

犯罪認知件数（件数）

道路線密度　　

（道路実延長km/　　
可住地面積k㎡）　　

人口1万人当たり

保育所入所待機児童数

（人）

合計特殊出生率　　

生活保護保護率　　

（‰）　　

155.8
132.5

70.3
50.1

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

人口1人当たり土木費（千円）

人口1人当たり民生費（千円）

（指定都市÷全国） 

（倍） 

注 全国と指定都市（平成 22 年度時点）の比較

（倍） 

指定都市 

全国 

都市の課題（全国平均との比較）

注 各種統計より作成 （指定都市÷全国） 

指定都市 

全国 

1.04 倍

1.27 倍

1.51 倍

1.40 倍

0.95 倍

1.57 倍

1.40 倍

1.18 倍

2.36 倍

指定都市は環境、安全・安

心、都市基盤整備、少子高

齢化などの課題を多く抱

えている！ 
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－ 10 －

（平成２４年度）

法人所得課税の配分割合（実効税率）

国税 

73.4% 

国税

81.6％

道府県税

10.5道府県税

22.5%

市町村税

7.9%市町村税

4.1%

消費・流通課税の配分割合

注 １ 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

 ２ 東日本大震災による減免等の金額は含まない。 

注 １ 実効税率は、法人事業税及び地方法人特別税が損金算入

されることを調整した後の税率である。 

 ２ 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。 

 ３ 復興特別法人税を加味した数値である。 
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－ 19 －

臨時財政対策債の発行額及び残高の推移
（単位：億円）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

臨時財政対策債 1,414 3,150 5,552 3,964 3,086

一般会計の市債 13,146 14,175 15,665 13,927 11,502

臨時財政対策債 1,410 4,553 10,223 14,122 17,089

一般会計の市債 167,140 172,614 177,366 180,124 178,091

0.8% 2.6% 5.8% 7.8% 9.6%

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

臨時財政対策債 2,763 2,505 2,364 3,649 6,358

一般会計の市債 10,557 10,310 10,632 12,159 13,471

臨時財政対策債 19,631 21,612 23,266 26,205 31,617

一般会計の市債 176,724 175,628 174,413 175,256 176,557

11.1% 12.3% 13.3% 15.0% 17.9%

注１　各年度の数値は決算額である。

　２　残高は、満期一括償還に備えた減債基金積立額を控除した額である。

残
高

一般会計の市債残高に占める
臨時財政対策債残高の割合

発
行
額

残
高

一般会計の市債残高に占める
臨時財政対策債残高の割合

発
行
額
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－ 21 －

消費・流通課税の配分割合（平成 24 年度）

国税 

73.4% 

18 兆 3,328 億円 

道府県税 

22.5% 

5 兆 6,303 億円 

市町村税 

4.1% 

1 兆 303 億円 

注 １ 地方消費税交付金など、譲与税・交付金の配分後に 

おいても、市町村の配分割合は 12.4％に過ぎない。 

２ 国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

３ 東日本大震災による減免等の金額は含まない。 
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－ 22 －

個人市民税
32.9%

固定資産税
41.0%

都市計画税
8.2%

その他
7.4%

法人市民税
10.5%

注 決算額による数値である。 

指定都市における市税収入に占める個人市民税の割合（平成 22 年度） 

個人市民税は、市税収入に

おいて大きな割合を占め

る基幹税目である。 
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－ 23 －

国税 

81.6% 

道府県税 

10.5% 

市町村税 

7.9%

法人所得課税の配分割合（実効税率） 

注 １ 実効税率は、法人事業税及び地方法人特別税が損金

算入されることを調整した後の税率である。 

 ２ 資本金が１億円を超える法人を対象とした場合である。 

 ３ 復興特別法人税を加味した数値である。 
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－ 24 －

固定資産税
41.0%

個人市民税
32.9%

法人市民税
10.5%

その他
7.4%

都市計画税
8.2%

指定都市における市税収入に占める固定資産税の割合（平成 22 年度） 

注 決算額による数値である。 

固定資産税は、市税収入に

おいて大きな割合を占め

る基幹税目である。 
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－ 31 －

3.2%

21.3%

31.1%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40%

面積

人口 

通勤圏人口

年間商品販売額

0.77床

226.41人

379万円

1.02床

310.35人

427万円

0 0.5 1 1.5 2

集中治療室等病床数

(人口1万人当たり)

大学学生数

（院生、聴講生等を含む）

（人口1万人当たり）

一人当たり地域内GDP

（名目値）　

（全国＝１）

全国 指定都市

*各種統計より作成 

*通勤圏人口は 5%通勤圏人口  

5 ,857台

6 .68%

15 .27‰

0 .75人

15 ,946台

8 .93%

23 .99‰

1 .77人

0.0 0 .5 1.0 1 .5 2 .0 2 .5 3 .0

12時 間 平 均 交 通 量

最 低 居 住 水 準
未 満 世 帯 率

生 活 保 護 保 護 率

ホ ーム レ ス 人 数
（人 口 1万 人 当 た り）

（全 国 ＝ １）

全 国

指 定 都 市
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10 .1 0

1 1 .4 5

10 .2 2

6 .9 9

3 .10

38 .6 0

15 .5 0

1 2.75

10 .3 1

9.9 9

0 1 2 3 4

商 工 費

道 路 橋 り ょ う費

下 水 道 費

区 画 整 理 費 等

住 宅 費

土
木

費

(一 般 市 ＝ １ ）

一 般 市

指 定 都 市

土

木

費

*平成 22 年度市町村別決算状況調 

【人口一人当たり歳出額 千円】 

24.19

51.16

29.91

46.76

52.18

33.54

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

一般市 指定都市

(一般市＝1)

【人口一人当たり歳出額 千円】 

セーフティーネットである

生活保護にかかる一人当た

りの支出は一般市の約2倍！

*平成 22 年度市町村別決算状況調 
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－ 33 －

【人の定住や交流に関連した集積(指定都市の全国シェア)】 

3.2%

21.3%

22.0%

23.4%

31.1%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40%

面積

人口 

昼間人口

従業者数

通勤圏人口

年間商品販売額

国土面積のわずか３.２％
に全国の約２割の人口、約
３割の商業活動が集中 

*各種統計より作成 

*通勤圏人口は 5%通勤圏人口 
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－ 34 －

【都市圏における中枢性】 

31.3%

34.5%

人口  20.0 %

従業者数  26.0 %

43.0%

41.7%

年間商品販売額  58.0%

68.1%

64.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

名古屋市の
中京圏に占める割合

京都市、大阪市、
堺市、神戸市の

近畿圏に占める割合

北九州市、福岡市の
北部九州圏に占める割合

*各種統計調査より作成 

*人口は平成 23 年、従業者数は平成 21 年、年間商品販売額は平成 19 年 

都市圏における高い
経済的シェア 

0.77床

226.41人

21.33人

0.17回

70.60%

1.02床

310.35人

34.97人

0.43回

77.70%

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

集中治療室等病床数
(人口1万人当たり)

大学学生数
（院生、聴講生等を含む）

（人口1万人当たり）

大学院生数
（人口1万人当たり）

国際コンベンション
開催数

（人口１万人当たり）

第３次産業就業者数比率

（全国＝１）

全国 指定都市

【高次都市機能の集積と産業の高度化･多様化(全国平均との比較)】 

*各種統計より作成  
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－ 35 －

3,7903,9374,0724,0614,0403,9823,9543,948
4,2684,471

4,6704,665
4,5844,5804,5594,577

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１(千円）

全国 指定都市

一貫して全国よりも
高い水準の一人当た
りＧＤＰで日本経済
に貢献 

*平成 21 年度県（市）民経済計算

【一人当たり地域内ＧＤＰ】
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－ 36 －

【顕在化する都市的課題】 

＜都市的インフラの整備＞ 

1.24件

4.28件

0.012ppm

0.355t

1.58件

4.72件

0.017ppm

0.370t

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6

ごみ総排出量（t）

（人口一人当たり）

大気汚染（ppm）

(窒素化合物)

救急出動件数

（人口100人当たり）

犯罪認知件数

（人口100人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

15.27‰

0.75人

13.77人

2.06人

23 .99‰

1.77人

13.88人

2.88人

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

生活保護保護率

ホームレス人数

（人口1万人当たり）

居宅介護サービス受給者数
（身体障害者人口1千人当たり）

保育所入所待機児童数

（人口1万人当たり）

（全国＝１）

全国

指定都市

＜環境・安全安心＞ 多くの社会的課題
が、全国平均よりも
高い水準で顕在化

＜福祉＞

*各種統計より作成

5,857台

6.68%

15,946台

8.93%

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

12時間平均交通量

最低居住水準

未満世帯率

（全国＝１）

全国

指定都市
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－ 37 －

【法人需要への対応と都市インフラの整備･維持（一人当たり歳出額 千円）】

10.10

11.45

1.21

0.53

3.22

4.06

10.22

6.99

3.10

0.04

38.60

15.50

1.58

3.61

8.33

5.48

12.75

10.31

9.99

0.13

0 1 2 3 4 5 6 7 8

商工費

道路橋りょう費

河川費

港湾費

街路費

公園費

下水道費

区画整理費等

住宅費

空港費

都
市

計
画

費

土
木

費

(一般市＝1）

一般市

指定都市

土
木
費

都
市
計
画
費

*平成 22 年度市町村別決算状況調 

商工費・土木費の歳出
は、一般市よりも大幅に
高い水準 
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【公営企業等に対する繰出金（人口一人当たり）】 

【物価】 

*平成 21 年平均消費者物価地域差指数 

5.66

3.05

3.68

12.79

11.10

30.05

29.39

0.810.61
0.11

45.09

52.15

0

10

20

30

40

50

60

指定都市 一般市（千円）

上水道事業会計 交通事業会計 病院事業会計 下水道事業会計 その他

263

306
269

105
74

108

0

50

100

150

200

250

300

350

400

標準価格

(平均価格）

（住宅地)

標準価格

(平均価格）

（商業地)

標準価格

(平均価格）

（工業地)

（全国平均=100）

指定都市 一般市
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100.0
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98.197.5
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総　　　合
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総　　　合
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指定都市 市（人口15万以上） 市（人口5万以上15万未満） 市（人口5万未満）・町村

都市的集積により圧倒
的に高い地価・物価 

*平成 23 年都道府県地価調査 

【地価】

*平成 22 年度市町村別決算状況調 

都市の中枢性

に対応する都

市交通の基盤

整備や維持管

理のための高

い財政負担 
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12-08-366_本文_CMYK.indd   3812-08-366_本文_CMYK.indd   38 2012/09/20   10:59:262012/09/20   10:59:26



－ 39 －
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15.31

1.21

0.65
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1.93

0.18

16.97
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保健衛生費

結核対策費

保健所費

高等学校費

特殊学校費

大学費

（一般市=1）

一般市 指定都市
保
健
衛
生

教
育

多くの権限移譲に

よる高い歳出水準

【保健衛生、教育への支出（一人当たり歳出額 千円）】 

*平成 22 年度市町村別決算状況調 

【福祉サービス・公的扶助に対応する支出（一人当たり歳出額 千円）】 

24.19

51.16

29.91

46.76

52.18

33.54

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

一般市 指定都市

(一般市＝1)

都市的課題に対応

した高い歳出水準 

*平成 22 年度市町村別決算状況調 
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【都市規模に対応した歳出構造（一人当たり歳出額）】 
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（50万以上）

市
（30万以上50万未満）
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市
（10万未満）

(千円）

議会費・総務費　　　　　 民生費　　　　　 衛生費　　　　　 商工費　　　　　

土木費　　　　　 教育費　　　　　 その他　　　　　 公債費

スケールメリットを 

上回る都市的財政需要

*平成 22 年度市町村別決算状況調 
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【都市規模に対応した歳入構造（歳入額の構成比）】 

【人口一人当たり起債額】 

39.2% 34.5% 41.2% 38.1%
28.8%

11.2% 5.1% 9.0% 8.9% 10.5%
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市民税個人分 市民税法人分 固定資産税 その他地方税
地方交付税 国庫支出金 都道府県支出金 諸収入
その他（地方債を除く） 地方債
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起債依存度の

高い財政運営 
自主的な財政運営に

適さない歳入構造 

歳入全体
に占める
市税収入
の割合は
一般市と
同様の低
水準

*平成 22 年度市町村別決算状況調

*平成 22 年度市町村別決算状況調 
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【経常収支比率】 

【実質公債費比率】 

【人口一人当たり地方債現在高】
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*平成 22 年度市町村別決算状況調 
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出典及び用語・集計方法等についての注釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 調査時期
自治体
ベース

合併
遡及
反映

データ対象市
用語・集計方法等
についての注釈

面積
国土地理院「平成23年全
国都道府県市区町村別面
積調」

平成23年10月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

人口
総務省統計局「平成23年
推計人口調査」
各市HP

平成23年10月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

昼間人口
総務省「平成22年国勢調
査報告」

平成22年10月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

従業者数
総務省「平成21年経済セン
サス-基礎調査」

平成21年7月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

通勤圏人口
総務省「平成12年国勢調
査報告」より推計

平成12年10月1日
時点

2005年
度末

×

さいたま市、千葉市、横
浜市、川崎市、相模原
市、堺市、岡山市、熊
本市を除く指定都市

通勤圏人口：総務
省「平成12年国勢
調査報告」を基にし
た推計値

年間商品販売額
経済産業省「平成19年商
業統計調査」

平成19年6月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

集中治療室等
病床数

厚生労働省「平成17年医
療施設調査」

平成17年10月1日
時点

2005年
度末

× 全指定都市

集中治療室等病床
数：二次救急にお
ける特定集中治療
室等の病床数と、
三次救急における
特定集中治療室等
の病床数の合計

大学学生数
文部科学省「平成23年学
校基本調査」

平成23年5月1日
時点

2011年
度末

○

熊本市を除く指定都市
※出典である「平成23
年学校基本調査」に
データが示されていな
いため。

大学院生数
文部科学省「平成23年学
校基本調査」

平成23年5月1日
時点

2010年
度末

○

熊本市を除く指定都市
※出典である「平成23
年学校基本調査」に
データが示されていな
いため。

国際コンベンション
開催数

日本政府観光局
「2010年国際会議統計」

（平成22年中）
2011年
度末

○ 全指定都市

国際コンベンショ
ン：参加者総数が
50 名以上、参加国
が日本を含む3 カ
国以上、開催期間
が1日以上の国際
会議

第3次産業就業者数
比率

総務省「平成22年国勢調
査報告」

平成22年10月1日
時点

2011年
度末

○ 全指定都市

名古屋市の中京圏
に占める割合

総務省統計局「平成23年
推計人口調査」
各市HP

総務省「平成21年経済セン
サス-基礎調査」
経済産業省「平成19年商
業統計調査」

平成23年10月1日
時点
平成23年10月1日
時点
平成21年7月1日
時点
平成19年6月1日
時点

2011年
度末

○

名古屋市
※中京圏に占める名古
屋市の割合を示す指標
であるため。

中京圏：岐阜県、愛
知県、三重県

京都市、大阪市、堺
市、神戸市の近畿圏
に占める割合

総務省統計局「平成23年
推計人口調査」
各市HP

総務省「平成21年経済セン
サス-基礎調査」
経済産業省「平成19年商
業統計調査」

平成23年10月1日
時点
平成23年10月1日
時点
平成21年7月1日
時点
平成19年6月1日
時点

2011年
度末

○

京都市、大阪市、堺
市、神戸市
※近畿圏に占める京都
市、大阪市、堺市、神
戸市の割合を示す指標
であるため。

近畿圏：滋賀県、京
都府、大阪府、兵
庫県、奈良県、和
歌山県

高次性

Ⅰ
．
大
都
市
の
特
性

大
都
市
と
し
て
の
集
積
性
・
高
次
性
・
中
枢
性
・
成
長
性

集積性

中枢性

章立て・グラフタイトル・指標名
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